
中所得国の罠(1) 

多田 忠義 

中所得国の罠とは 

中所得国の罠（Middle-Income Trap）

は近年注目されつつある考え方で、この

概念が活発に議論され始めたのは、2000

年代以降である。近年では多くの学術研

究に加え、世界銀行やアジア開発銀行な

どの調査レポート等でも詳細に議論され

ている。苅込（2011）を参考にコンセン

サスを得られている「中所得国の罠」を

まとめると、資本蓄積により低所得国か

ら中所得国へ発展を遂げたものの、これ

までの発展パターンとは異なる生産性

（体制）や技術進歩、政策などを実現し

なければ、成長はいずれ停滞すること、

といえる。 

そこで今回は、「中所得国」と「罠」の

それぞれについて概念を整理し、着目す

べきポイントを整理していく。 

 

「中所得国」の定義 

まず「中所得国」の定義についてであ

る。これは国民一人当たりの所得を基準

に、ある所得の範囲に収まる国を中所得

国と認定するものである。一人当たり GNI

（米ドル）で所得階層を分類する方法が

一般的で、世界銀行が公表する分類を採

用することが多い（図表 1）。 

 
図表 1 中所得国の定義（世界銀行） 

 
1 人あたり GNI（2011） 

下位中所得国 1,005～4,035 ドル 

上位中所得国 4,036～12,275 ドル 

（注）世界銀行アトラス法による値 
 

ただし、国によって物価水準が異なるほ

か、時系列で比較しようとすると物価上

昇率を調整する必要があることから、購

買力平価（PPP）に基づく一人当たり実質

GDP（米ドル換算）で比較した方がよく、

Felipe(2012)が取りまとめたアジア開発

銀行のワーキングペーパーでは独自に再

計算し掲載している（図表 2）。 

 
図表 2 中所得国の定義（ADB） 

 
1 人あたり GDP（1990 年基準） 

下位中所得国 2,000 ドル以上 7,250 ドル未満 

上位中所得国 7,250 ドル以上 11,750 ドル未満 

（資料）Felipe（2012） 
（注）掲載の値は購買力平価（PPP）である。 

 

「罠」の定義 

次に「罠」の定義についてである。経

済成長の過程で、ある国・地域は低所得

層から中所得層へ移行するも、様々な社

会経済的制約から高所得国へ移行しにく

い。こうした状況が何年間続けば中所得

国の罠に当てはまるといえるかを議論す

ることで、「罠」の意味を捉える。 

図表 2 に示した値は一人当たり実質

GDP（PPP）であるため、時系列で比較可

能である。Felipe（2012）では、図表 2

の基準を用いてどの所得階層に何年所属

したかを計算し、下位中所得国に 28 年以

上、上位中所得国に 14年以上所属すれば

「罠」に陥ったと認定している。 
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